
1. はじめに

人間力, キー・コンピテンシー, リテラシー, 就職基礎能力, 社会人基礎力, 学士力,

ジェネリック・スキル, エンプロイアビリティ……｡ 1990年代以降, さまざまな能力が矢

継ぎ早に教育の世界で提案されてきた｡ 松下 (2014) はそれらを＜新しい能力＞と総称し

ている｡ 松下 (2014) によれば, 初等・中等教育における新しい能力として, ｢生きる力｣,

｢リテラシー｣, ｢人間力｣, ｢キー・コンピテンシー｣ を挙げ, 高等教育・職業教育におけ

る新しい能力として, ｢就職基礎能力｣, ｢社会人基礎力｣, ｢学士力｣, ｢就業力｣, ｢ジェネ

リック・スキル｣ を, 労働政策・生涯学習における新しい能力として ｢エンプロイヤビリ

ティ｣, ｢成人力｣ を挙げている (表１)｡

＜新しい能力＞は上記のとおりさまざま列挙されている｡ 大学においては質保証の問題

として汎用的能力を明確にしなければならない時代となり, 学生においてもどのような能

力を身につければ社会への移行を容易にするかは切実な問題となってきた｡ ＜新しい能

力＞は基礎的なスキルから次元の高いスキルにいたるまで, また態度や行動特性にいたる

まで多種多様であり, 大学・大学生の双方において対処の仕方を混乱させているように思

われる｡

本稿は英国でも同様の経過があったことから, スキルという用語・用法を Bridges

(1993), Barnett (1994) に基づいて整理することから始める｡ 英国ではコアスキル, キー

スキル, 科目横断的なスキル, ジェネリック・スキル, エンプロイアビリティ・スキル,

27大阪経大論集・第69巻第１号・2018年５月

1) 本稿は筆者の学会発表, 既発表論文および用いたデータをもとに, 大学教育にかかわる最近の議論
を踏まえ, 書き改めたものである｡

渡 辺 研 次

大学生の移転可能なスキルの発達 (Ⅰ)1)
新しいスキルの整理と学年別の変化

【目次】
1. はじめに
2. 先行研究
3. 目的
4. 分析の方法
5. 結果
6. 考察
引用文献表



移転可能なスキルなどの混乱があった｡ 英国ではそもそも雇用の問題を大学教育に統合す

るべきかの議論が徹底的になされた｡ 本稿は英国の文献を手掛かりにして2), 大学教育に

おけるスキルとは何かについて検討を加え, そのうえで大学生のスキルの発達を縦断的な

調査に基づき明らかにする｡

2. 先行研究

学部学生のカリキュラムにジェネリックなスキルを採用すれば, 卒業生のエンプロイア

ビリティを高めるか｡ 英国では大学がジェネリックなスキルを教えるべきか否かは大学が

経済に貢献するべきか否かの議論までさかのぼる (Atkins, 1999)｡

1990年以降, とくに英国では人的資本論の立場から, 政府と産業界は高等教育機関に対

して移転可能な, エンプロイアビリティ・スキルを教育の中核に据えるように促してきた

(Atkins, 1999)｡ 人的資本 (human capital) とは, 人間を投資対象とみなし, 人間の経済

的価値を投資によって高めることができ, また国の経済の発展のためには人的資本が貢献

するという考えに立ち, 教育と訓練が人的資本における最も重要な投資である (Becker,

1964) と位置づけられて今日に至っている｡ 英国では人的資本論の立場から, 大学教育

においてスキルが人的資本に貢献するかどうか徹底的に議論がなされ, 大学教育における

スキルの増分は人的資本に貢献すると結論づけられた (Knight & Yorke, 2003)｡ その後,

大学が教えるべきスキルを国家プロジェクトで策定する試みがなされた (Yorke & Knight,

2007)｡

これに対し, 日本では大学においても大学生においてもスキルという概念が十分には普

及してこなかった｡ 高等教育論の立場から, 小方 (2000) は企業が大学生に求める能力を

整理して氷山モデルを示し, 雇用の関心が知識・技能だけではなく, 態度・特性・自己概

念・ソフトスキルに関心があることを大学教育の立場から始めて指摘している｡ 日本では

人的資本の考えが十分に浸透しない中で3), 1999年に日本経営者連盟が日本型エンプロイ

アビリティ (企業に雇用される能力) を提起した｡ 政策当局においては, 厚生労働省

(2004) が ｢若年者の就職能力｣, 経済産業省 (2006) の ｢社会人基礎力｣ が提示した｡ と

くに社会人基礎力は英国, オーストラリアのエンプロイアビリティの議論に基づいている

(経産省, 2006)｡ その後, 政策当局間の施策も文科省に合流し, 2011年４月に大学設置基

準42条の２が新設され, ｢社会的及び職業的自立を図るために必要な能力｣ として法制化

された｡ 日本においては, 大学教育関係者は上記の社会的及び職業的自立を図る能力をジェ

ネリック・スキルと呼ぶ (川嶋, 2011；清水, 2012；久保田, 2013)｡

(1) 個人の移転可能なスキル

ここでは, 英国におけるスキルの議論に基づき, 移転可能なスキル (transferable skills)
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3) 日本ではエンプロイアビリティが企業等から一方的に展開されたままであり, 教育サイドの広がり
を持ちえなかった (吉本, 2010)



を整理しておこう｡ 主に Bridges (1993) と Barnett (1994) を取り上げる｡ 大学教育にお

けるスキルの研究で権威ある研究の１つが Bridges (1993) と Barnett (1994) である｡

大学教育とスキルとの関係は複雑である｡ 大学は労働社会からの要請を踏まえ, 移転可

能なスキルを大学教育の中でいかに教えるかに腐心している｡ そこで先ず, Barnett

(1994) の４つのスキル分類から見ていきたい｡ Barnett (1994) の境界モデルは大学と労

働社会にかかわるスキルを４つの境界で示したモデルである (図１)｡

第１に大学の中においても, 学問領域固有なスキルと学問領域横断的なスキルがある｡

考えてみれば, 物理学における実験・研究のスキルと考古学における調査・研究のスキル

(たとえば発掘調査) は異なるが共通するものもあるだろう｡ 発掘調査では発見物の炭素

などの含有量によって年代を特定するために科学的な分析が行われる｡ その限りにおいて

は物理学か考古学かは区別がつかない｡ なるほど, 図や表に表す数量的な思考力, 知りえ

た知見を表現する文章力, コンピュータを操作するスキルなどは物理学でも考古学でも用

いられる学問横断スキルであると理解できる｡

第２に, 労働社会においても職場固有のスキルと職場を越えた横断的なスキルがある｡

たとえば協働して働く, 意見の対立を調整する, 問題を解決するなど対人間のスキルや問

題解決のスキルは共通の横断的なスキルであるといえる｡ またこうした横断的なスキルは

１つの企業組織から他の企業組織に移転するとき (転職など) にも共通して用いられると

理解できる｡

第３に Barnett (1994) は大学と労働社会の間にも固有のスキルと横断的なスキルがあ

ると仮定している (図１)｡ たとえば, 外国語を使ったり, グループやチームで働くスキ

ルあるいは効率的に学ぶことはアカデミックでも用いられるし労働社会でも用いられる

(Atkins, 1999)｡ クリティカル・シンキングは大学では自明とされているが, 労働社会で
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図１：スキルの境界



は自由な活用には制約もあるが (Atkins, 1999), 総じて移転可能な個人のスキルは労働社

会だけではなく, 大学と労働社会をつなぐことができると考えられる｡ Barnett (1994) は

労働社会と大学の境界を越える一般的なスキルを想定し, 移転可能な個人的スキルと呼ん

だ｡ 日本の大学教育関係者は, 大学と労働社会の間の境界を越えて用いるスキルをジェネ

リック・スキルと呼び, ジェネリック・スキルとは移転可能なスキル, 汎用的能力のこと

であると説明している (たとえば川嶋, 2011)｡

(2) ジェネリック・スキル

大学教育関係者の見解によれば, ジェネリック・スキルとは, あらゆる職業を越えて活

用できるスキル, どのような職業にも移転できるスキル, 汎用的能力と説明されることが

多いようだが, 誤謬がないようにするために, 次に Bridges (1993) のジェネリック・ス

キルの議論について考えてみよう｡

Bridges (1993) は, 大学領域で想定されるコアスキルと労働社会で想定されるジェネリッ

ク・スキルを次のとおり表している｡ 大学における科目横断的なスキルはしばしばコアス

キルと呼ばれる｡ コアスキルは慣習的に主に認知的な領域 (科学, 数学, 英語など) を通

じて適用されるスキルと考えられてきた｡ ジェネリック・スキルの用語は, 社会的な領域

(職業生活や社会生活) を通じて適用されるスキルであることを強調するときに用いられ

る｡

先の Barnett (1994) では, 学問領域 (認知的領域), 仕事や職場の領域 (社会的領域)

の境界を越えて, 異なる状況のもとでも適用できるスキルの存在 (移転可能な個人的スキ

ル) を想定した｡ これに対し, Bridges (1993) は個人の移転可能なスキルについて吟味し,

コンテキスト独立的かコンテキスト依存的かによって移転可能なスキルを捉えた｡ コンテ

キスト独立的の例として, ワープロの操作を挙げている｡ ワープロを操作するスキルは大

学でも職場でも用いることができる｡ しかしながらワープロの操作はいまでは誰もがもっ

ているスキルであるので, 確かに基礎的な移転可能なスキルであろうが, ことさらに移転

可能なスキルというほどのこともない｡ そこで Bridges (1993) は個人の移転可能なスキ

ルに高次のスキル (higher order skills) という概念を導入した｡ 高次のスキルとは, たと

えば対立を調整する, 問題を解決する, 優先順位を決める, 状況に適応するなどである｡

考えてみれば, これらは大学における科目横断的なスキル, コアスキルでも用いられるも

のである｡ このように考えると, Bridges (1993) はコアスキルが社会的な領域では用いら

れない論拠は見あたらないとして, コアスキルを大学領域だけでなく社会的領域において

も用いることができる移転可能なスキルであると示唆した｡ 加えて, スキルの議論よりも

むしろ認知領域の特徴はなにか, 社会的領域の特徴は何か, 領域の違いは何かの議論がよ

り重要であるとした｡

コンテキスト依存的なスキルの点からは, Bridges (1993) は高次のスキルであれば移転

可能なスキルであるかというとコンテキスト依存的なスキルを除いている｡ コンテキスト

依存的とはたとえば交渉スキルである｡ 自分のパートナーに対しては自分のスタイルがあ

り, 同じスキルを異なる相手に使うことができない, つまりコンテキスト依存的なスキル
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は移転可能ではないと捉えた｡ 以上をまとめると, Bridges (1993) は, 個人の移転可能な

スキルをコンテキスト独立的なもので且つ高次のスキルであると捉えている｡

それでは, ジェネリック・スキルとは何か｡ Bridges (1993) は組織の中で仕事にかかわ

る能力 (コンピテンス) を支えるスキルをジェネリック・スキルと呼ぶ傾向にあるとした

うえで, 個人の移転可能なスキルとジェネリック・スキルの差は明らかではないとしてい

る｡ さらに, 学問領域と労働社会の双方に用いることができる個人の移転可能なスキルは

コアスキルではないかと問題を提起している｡

大学教育関係者は, あらゆる職業を越えて活用できるスキル, どのような職業にも移転

できるスキルをジェネリック・スキルという傾向がある｡ 実際に領域や文脈が異なる時で

も, 個人はスキルを選択したり, 適応したり, 調整したりすることができる｡ それでは,

異なるさまざまな文脈において, 人々に適応したり, 調整したり, 修正したりすることを

可能にするものは何か｡ Bridges (1993) はスキルに働きかけるスキル, つまりメタスキル

が働くからであると考えている｡ つまり, 大学においても活用できる, そしてまたあらゆ

る職業を越えて活用できる能力とはメタスキルであると示唆している｡ 大学教育において

知識だけにとどまらず汎用的能力を習得することが問われているが, この理解は知識教育

にスキルを追加して教育するという単純な理解ではなく, 学生がいかにメタ認知を発達す

ることができるかにかかわるものであり, メタ認知の発達・成長とスキル教育は切り離し

て行うのではないことを意味している｡ また, 知識教育においてもメタ認知は緊密な関係

にあることから, スキルが知識教育と切り離されてはいけないという主張 (たとえば

Knight & Yorke, 2003) の意味を理解しなければならない｡ Bridges (1993) は, メタ機能

の習得が大学教育の中核的なテーマであると示唆しているのは, 以上のつながりから理解

される必要がある｡

(3) 大学教育における移転可能なスキル

以上の論議を踏まえ, 英国では大学, 政府, その他利害関係者を挙げて ｢学生のエンプ

ロイアビリティ向上のための調整チーム｣ を組織し, 2002年９月～2005年２月にかけて実

施された4)｡ そこでは, エンプロイアビリティを高めるには, 個人の質 (態度・特性), ス

キル, 知識, メタ認知の４つを明らかにしている5)｡ 本稿は, このうちスキルに焦点を当

てて論じる｡

Knight & Yorke (2003) はスキルの議論は確かにあいまいで複雑であるが, スキルは目

に見えるものであり実在するという立場に立っている｡ 大学教育の課題は ｢学習理論と雇

用の概念を大学教育の中でいかに統合するか｣ である (Knight & Yorke, 2003)｡ Bridges

(1993) の議論を踏まえ, Knight & Yorke (2003) はコアスキルをスキルに統合した｡ コア

スキルを大学生に必須なものとして捉え, 大学教育の基礎となるスキルとして取り扱って

いる｡ また英国においては, コミュニケーション, ニューメラシー (数量的スキル), イ
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4) 大森 (2007) に詳しい｡
5) Knight & Yorke (2003) の USEMモデルはエンプロイアビリティモデルとして有名である｡ 詳しく
は, 渡辺 (2017) を参照｡



ンフォメーション・テクノロジー (情報技術の使用), 学習方法の習得 (learn how to

learn) の４つをキースキルと呼ぶ｡ これは政策サイドが大学に推奨したスキルである

(英国高等教育 Dearing委員会, 1996：Atkins, 1999より引用)｡ 英国では, キースキルは

高等教育のカリキュラムの中で普通に見受けられる (Knight & Yorke, 2003)｡

日本では, 2008年の中央教育審議会答申 『学士課程教育の構築に向けて』 において, 汎

用的技能としてコミュニケーション・スキル, 数量的スキル, 情報リテラシー, 論理的思

考力, 問題解決力の５つを挙げており, 英国と同様に政策サイドから示されている日本版

キースキルといえよう｡ 汎用的技能は学士力の一部として学士課程共通の学習成果 (ラー

ニング・アウトカムズ) として質保証の対象となっている (中央教育審議会, 2008)｡

Knight & Yorke (2003) はジェネリック・スキルを個人の移転可能なスキルとして環境

が求める優先度の高い序列 (高次スキル) であると認めているが, ジェネリック・スキル

の用語・用法を積極的に用いていない｡ それに代えてプロセススキルの用語を当てている｡

コアスキルとプロセススキルを二分しているように見えるが, 全体で１つの大学教育にお

ける個人の移転可能なスキルである｡ 彼らは移転可能なスキルという用語・用法こそ用い

ていないが, 大学生に求められるスキルを ‘skills, including core skills’ と表記しており,

文脈からすると skillsとはコアスキルとプロセススキルを統合した移転可能なスキルであ

ると考えられる｡

Knight & Yorke (2003) は, Bridges (1993) の見解に立ち, 大学教育におけるコアなス

キルとジェネリック・スキルを分離すべきではないこと, ジェネリックな能力はアカデミッ

クな文脈の中に位置づけられなければならないことを強調している｡ これに対し, 日本で

は Barnett (1994) を下敷きにして, 大学教育の中で従来の知識に加え, ジェネリック・

スキルを授業の中で追加して教えることが強調されているが, 留意を要するところである｡

大学教育においては, Bridges (1993) や Knight & Yorke (2003) の指摘にあるとおり, 学

生がメタ機能を習得できるように教育することである6)｡

(4) 具体的な大学生の移転可能なスキル

本稿では, Barnett (1994) と Bridges (1993) をみてきたが, 実際のワークプレースで

は移転可能なスキルが実在している｡ たとえばMcQuaid & Lindsay (2005) は, 働く人を

対象に, 具体的に移転可能なスキルを３つの水準で捉えている7)｡ そこでは, 基本的移転

可能スキル (文書による読み書き能力, 基本的計算能力, 言葉によるプレゼンテーション

能力等), 主要な移転可能スキル (推理力, 問題解決力, 環境への適応性, 基本的な情報

処理スキル等), 高水準の移転可能スキル (チーム労働, 事業化可能性の把握, 先見性,

起業スキル等) を挙げている｡ このように次元が異なるスキルを段階に分けることによっ

て Bridges (1993) の高次スキルの概念を取り入れた具体的な移転可能なスキルを示すこ
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6) メタ機能については本稿の後編で取り扱う｡
7) McQuaid & Lindsay (2005) はエンプロイアビリティ・スキルとして, 本質的特性, 基本的移転可
能スキル, 主要な移転可能スキル, 高水準の移転可能スキル, 資格, 職務知識の基礎, 労働市場で
の位置づけを網羅している｡ 本稿ではそのうち移転可能スキルに焦点を当てた｡



とができる｡ McQuaid & Lindsay (2005) では就労者を対象としているが大学生にも参考

となるスキル分類といえよう｡

本稿ではアカデミックなスキルを含めワークプレイスでも通用するスキルを ｢大学生の

移転可能なスキル｣ あるいは文脈により単に ｢移転可能なスキル｣ と表記する｡ 大学生の

移転可能なスキルは, Knight & Yorke (2003) の分類をもとに8), コアスキルを12能力要

素, プロセススキルを16能力要素で構成した｡ 具体的には, コアスキルは, ポイントを読

み取る, 数量的な思考 (ニューメラシー), 情報検索, 言語スキル, 自己マネジメント,

根源的な (クリティカルな) 分析, 創造性, 傾聴力, 文章表現力, 口頭表現力, 説明力,

グローバルな理解の能力要素である｡ プロセススキルは, コンピュータ・リテラシー, 商

業の認識, 組織の理解, 倫理性, 優先順位, 計画性, 複雑さへの対処, 問題解決, リーダー

シップ, 葛藤への対処, 意思決定, 調整, チームワーク, 信頼, タイム・マネジメント,

働きかける力として構成した9)｡

(5) 自己評価

自己評価は有効な測定方法である (Kuh, Pace, & Vesper, 1997) という見解を採用した｡

たとえば, Cassidy & Eachus (2000) は, アカデミックな領域の中で自己報告されたもの,

たとえばスキルの熟達にかかわる自己報告は学習成果を示す指標となりうるという支持が

ある (Aamodt & Havnes, 2008から引用)｡ Aamodt & Havnes (2008) は大学を卒業し３年

経過した働く人を対象に, 自己評価を用いて卒業時と３年後の態度やスキルの比較検証を

行っており, 学習成果は大学だけにとどまらず働く人においても発達することを明らかに

している｡ Robinson & Garton (2008) は大学卒業後３年経過した学部卒業生を対象に, 自

己評価を用いて卒業時と３年経過時のスキルの比較を検証している｡ Kuh, Pace, & Vesper

(1997) は学生のアカデミックな業績と課外活動の間の有意な関係を自己評価を用いて検

証している｡ このように自己評価は経年間の比較等において有効な測定方法であることが

明らかになっている｡ 低いアカデミックな達成度の学生はかれらの業績を過大評価する傾

向にあり, 逆に高い達成度の学生は彼らの業績を低く見積もる傾向にあり, 実データの値

が多少大きめになる可能性がある (Aamodt & Havnes, 2008)｡

自己評価と似た概念に自己効力感がある｡ 自己効力感とは, ある課題を成功裏に成し遂

げられそうだという個人の能力の見積もり, 自己評価である (Bandura, 1977)｡ ある課題

をやり遂げられると思う気持ちだけではだめで, ある課題をやり遂げるためには課題に見

合った能力が求められる｡ 能力の見積もりは自己評価を伴う｡ ここでの自己評価はやれそ

うだという気持ちも入ることから等身大の能力よりも幾分多めに認識される (安達, 2001)｡

Pool & Sewell (2007) は, 大学教育の中で, 知識, スキル, 経験, 知性は, 自己評価と内

省によって, 理由付けられた自信, 自己効力感, 自尊感情の認識につながるモデルを示し

ている10)｡ ここでの自己評価は個別の能力にかかわる適切な自己査定である｡
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8) Knight & Yorke (2003) は core skills 12項目と process skills 17項目を公表している｡ 原文と仮訳は
渡辺 (2017) に掲載｡

9) 信頼, タイム・マネジメント, 働きかける力の３項目を社会人基礎力などを踏まえ筆者が追加した｡



3. 目的

松下 (2014) が整理した＜新しい能力＞の分類でわかるとおり, 大学教員においても学

生においてもいずれのスキルも必要であると考えられるが, 大学教育というスパンの中で

どのスキルに優先的にあるいは重点的に取り組むかを示すには至っていない｡ 本稿では,

大学生の移転可能なスキルという具体的なスキルを提示する｡ そのうえで, 学生の学年進

行に伴って学生の移転可能なスキルがどのように変容するかを知ることは大学のアドミッ

ション・ポリシー, カリキュラム・ポリシー, ディプロマ・ポリシーに有益な情報を提供

できると考えられる｡ また, 学生においてはスキルの発達状況は有益な学習情報となると

考えられる｡

本稿の目的の第１は, 2011年に入学した学生を対象に, 同一の学生が2012年, 2013年,

2014年の縦断的調査に協力することで, 学年進行によって大学生の移転可能なスキル28項

目 (各年度において同一の質問紙を使用) がどのように変容するかを考察することである｡

そのために, 学年ごとに28項目の自己評価の平均点をもとに上位の項目から並べたスキル・

ランク表を作成し, 学年進行に伴うスキル・ランク間の変化を捉える｡ 第２に, 大学生の

移転可能なスキル28項目の因子分析を行い１因子であることを確認したうえで, 学年ごと

の平均得点の差を求め, 学年進行に伴って有意な差があるかを統計的に検証する｡

4. 分析の方法

(1) 調査対象者, 手続き

この調査は, 関東圏に所在する A大学に2011年に入学した学生を対象として, 学生が

２年生となった2012年から４年生の2014年度までの調査を以下 (2) のとおり計６回行っ

た｡ 質問紙は教員を通じて全員に配付された｡ 2012年から2014年までの６回の調査にすべ

てに回答した228名を分析の対象とした｡ 学部別の構成は工学部189名 (83％), 教員養成

系学部39名 (17％) で, 性別の構成は男性160名 (70％), 女性68名 (30％) であった｡

(2) 調査概要

2012年度から2014年度の縦断的調査は留置調査法によって実施した｡ 留意法では, 調査

者が調査対象者に調査票を配付し, 調査対象者が調査票に回答した一定期間後に調査票を

回収した｡ 縦断的調査は, ６～７月調査では, 性別, 部活・サークル経験, アルバイト経

験をはじめ, 進路選択プロセス自己効力感, 自己調整学習, 経験学習, 友達からの支援に

ついて尋ねた｡ また, 10～11月調査では, 個人の質 (態度・特性), 大学生の移転可能な

スキル, エンプロイアビリティの知覚について尋ねた｡ 各回の回収率は約78％であった｡

今回の報告は, そのうち大学生の移転可能なスキルを取り上げる｡

2014年度調査の最終回 (６回目) は2012年度調査, 2013年度調査と異なり卒業直前の１

月～２月初旬に行った｡ 調査対象者228名の就職活動は次のとおりであった｡ 就職活動を
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10) Pool & Sewell (2007) のモデルは渡辺 (2016) を参照｡



行い終了した者116名, 就職活動継続中の者10名, 就職活動を行ったが途中でやめた者28

名 (うち, 進学20名), 就職活動を行わなかった者74名 (うち, 進学64名) であった｡

(3) 予備的調査

2011年度に入学した学生を対象に本調査の前に予備的な調査を行った｡ 予備的な調査は

2011年７月初旬に, 必修選択科目の授業を受講した学生を対象に集合調査法によって実施

した (n＝235)｡ 集合法では授業内で学生に対して調査票を配付し回答を求め, 調査者が

直接その場で調査票を回収した｡ 予備的調査では, 25項目中の15項目を対象とした｡

(4) 測定の尺度

大学生の移転可能なスキル：

Knight & Yorke (2003) の core skills (12項目) と process skills (17項目) をもとに11),

筆者が学生向けに作成した｡ 質問項目はコアスキル (12項目), プロセススキル (16項目)

の28項目である (資料参照)｡ 大学生の移転可能なスキルの質問文作成に当たっては, 28

項目のスキルの語尾に ｢～することができると思う｣ を追加して作成した｡ 質問はどのく

らい自信があるかについて, とても自信がある (５点) からまったく自信がない (１点)

の５件法を用いた｡ 大学生の移転可能なスキルの尺度得点は28項目の平均得点で表した｡

5. 結果

(1) 因子分析

大学生の移転可能なスキル28項目について, 平均と標準偏差を算出した｡ 項目ごとに天

井効果やフロア効果がないかどうか確認したが, それらの効果はみられなかった｡ そこで,

下位次元を調べるために, 全変数の相関行列に基づく最尤法による因子分析を行った｡ 因

子分析は４年生, ３年生, ２年生のそれぞれについて実施した｡

４年生の移転可能なスキルの自信について固有値の推移をみたところ, 落差は第１因子

は, 12.042, 第２因子は1.536, 第３因子は1.379, 第４因子は1.150, 第５因子は1.035, 第

６因子は .893, 第７因子は .812…であり, 第１因子と第２因子間の落差がもっとも大き

かった｡ スクリープロットによる固有値の減衰状況から第３因子までを採択し, プロマッ

クス回転を用いた分析を試みた｡ その結果, 複数の因子に負荷の低い項目が見られ, ３因

子構造として解釈することは不可能であった｡ 一方, 28項目すべてを用いて算出した信頼

度係数は �＝.95 が得られ, 全体として一つの傾向を測定する尺度として内的整合性を有

すると考えられた｡ こうしたことから, 本稿では１因子解を採用した｡ １因子の累積寄与

率は41.212であった｡

３年生の移転可能なスキルの自信について固有値の推移をみたところ, 第１因子は

10.860, 第２因子は1.697, 第３因子は1.410, 第４因子は1.132, 第５因子は .992, 第６因

子が .953…であり, 第１因子と第２因子間の落差がもっとも大きかった｡ スクリープロッ
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11) Knight & Yorke (2003) のスキルリスト (Skills, including core skills) は大学教育のプログラム, 教
員の授業改革のために作成されたリストである｡



トによる固有値の減衰状況から第３因子までを採択しプロマックス回転を用いた分析を試

みたが, 複数の因子に負荷の低い項目が見られ３因子構造として解釈することは不可能で

あった｡ ４年生と同様に１因子が適当であると考えた｡ １因子の累積寄与率は36.728であっ

た｡ クロンバック �＝.94 であり, 高い内的整合性が認められた｡

２年生の移転可能なスキルの自信について固有値の推移をみたところ, 第１因子は

9.191, 第２因子は1.686, 第３因子は1.527, 第４因子は1.351, 第５因子は1.239, 第６因

子は1.117, 第７因子は1.002, 第８因子は .905…であり, 第１因子と第２因子間の落差が

もっとも大きかった｡ スクリープロットによる固有値の減衰状況から第３因子までを採用

しプロマックス回転を用いた分析を試みたが, 複数の因子に負荷の低い項目が見られ３因

子構造として解釈することは不可能であった｡ ４年生, ３年生と同様に１因子が適当であ

ると考えた｡ １因子の累積寄与率は30.396であった｡ クロンバック �＝.92 であり, 高い

内的整合性が認められた｡

以上から, 大学生の移転可能なスキルはコアスキルとプロセススキル28項目全体が１因

子であると確認できた｡ また, 因子の累積寄与率が２年生, ３年生, ４年生と学年進行す

るに伴って高くなっていることが明らかになった｡

参考として2011年の入学者 (n＝235) が必修選択科目を受講の際に調査したデータを

示しておく｡ １年生の移転可能なスキルの自信は15項目を取り上げた12)｡ 15項目は, 説明

力, 計画力, 文章表現力, 口頭表現力, 信頼, 傾聴力, ポイントをつかむ, リーダーシッ

プ, 分析力, チームワーク, 問題解決, 情報検索, 意思決定, 倫理性, 優先順位である｡

１因子の累積寄与率は31.232であった｡ クロンバック �＝.86 であった｡ また, 15項目の

平均得点は, 3.60 (標準偏差は .49) であった｡

(2) 学年別, スキル・ランク別の変化

ここでのスキル・ランクとは, 大学生の移転可能なスキル28項目について, 各年度の上

位10位, 中位11～20位, 下位21～28位に区分したものをいう｡ 2012年, 2013年, 2014年別

にスキル・ランク (自信が高いものから降順) にまとめたものが表２である｡ また2011年

は縦断的調査の対象外であるが, 参考として2011年の入学者 (n＝235) が必修選択科目

を受講の際に調査したデータを付け加えた13)｡

その結果, 2012年度 (２年生) の上位ランクである優先順位, 倫理性, 信頼, 情報検索,

チームワーク, 傾聴力, 意思決定, 自己マネジメント, 計画性の９項目は2013年度 (３年),

2014年度 (４年) の各年度においても上位10であり, 上位ランクの項目は固定した (表２)｡

また, 下位21～28位の項目では, 2012年度～2014年度の間で, 語学スキルを含めると８項

目中の７項目 (商業上の理解, 創造力, グローバルな理解, 説明力, 口頭表現力, 文章表

現力, 語学スキル) が下位ランクであり, 下位ランクでも項目は固定した (表２)｡
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12) 予備的調査は統制群と実験群に分けて実施した｡ 統制群では移転可能なスキル (３項目を追加する
前の25項目) の重要度を回答してもらい, 実験群では重要度の平均点以上の移転可能なスキル (15
項目) について自信を回答してもらった｡ 詳細は渡辺 (2011) を参照｡

13) 25項目のうち15項目について上位10項目を掲載した｡ 詳細は渡辺 (2011) を参照｡



(3) 分散分析と学年別の比較

大学生の移転可能なスキルが学年進行に伴って変化に有意な差があるかを一般線型モデ

ルで調べた結果, 分散分析の結果は �(2,226)＝20.52 (�＜.001) であり有意な差がみられ

た｡ 次に, 2012年度, 2013年度, 2014年度のペアごとの平均値の差の検定 (５％水準) を

行った｡ 学年別の比較をした結果, 2012年と2013年の比較ならびに2012年と2014年の比較

では有意な差が確認されたが (表３), 2013年度と2014年度の差は有意ではなかった (表

３)｡

2013年度と2014年度の差の検定 (５％水準) が有意ではなかったことから, なんらかの

就職活動をした学生と就職活動をまったくしなかった学生ごとに学年進行に伴う変化を調

べた｡ その結果, 就職活動をした学生 (途中でやめた学生を含む) では, 分散分析の結果

は �(2,152)＝21.87 (�＜.001) であり, 有意な差が認められた｡ また, 2012年と2013年と

2014年の比較 (５％水準) ではいずれも有意な差が確認された (表４)｡ 他方, 就職活動

をまったくしなかった学生では, 分散分析の結果は�(2,72)＝1.30 で有意な差は認められ

なかった (表５)｡

以上から, 2013年 (３年生) と2014年 (４年生) の間の大学生の移転可能なスキルの変

化には就職活動が影響していることが明らかになった｡ また, 就職活動をしなかった学生

は学年別の変化がまったくなかった (表５)｡ 全体としては移転可能なスキルは2012年度

(２年生) と2013年度 (３年生) の間で変化があったことが認められた｡

6. 考察

本稿は, 2012年度の学生 (２年生, n＝228) を対象に, 対象学生が2013年度 (３年生),

2014年度 (４年生) の学年進行で, どのように大学生の移転可能なスキル (28項目) が変

化したかを調べた縦断的な調査である｡ その結果, 大学生の移転可能なスキルは2012年度,

2013年度, 2014年度の経年にかかわらず, スキル・ランク間の移動はほとんどなかった

(表２)｡ また大学生の移転可能なスキルの発達・成長には異なる２つの変化が確認された｡

１つは2012年度 (２年生) と2013年度 (３年生) の間で有意な差が認められたことである

(表３)｡ 他の１つは, 2013年度 (３年生) と2014年度 (４年生) の間で有意な差が認めら

れなかったことから, 何らかの就職活動をした学生とまったく就職活動をしなかった学生

を比較したところ, 就職活動をした学生 (途中でやめた学生を含む) では有意な差が認め

られたのに対し (表４), 就職活動をしなかった学生では変化がまったくなかったことで

ある (表５)｡ 以下の考察では, ３点について考察したうえで14), 本稿のインプリケーショ

ンを述べる｡

第１に, 本稿は大学生の移転可能なスキルの経年変化を自己評価で捉えているが, 自己

評価は有効な測定方法である (Kuh, Pace, & Vesper, 1997) という見解を採用した (2�(5)
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14) 筆者個人の見解であり, 分析を含めすべての責任は筆者にある｡ また大学生の移転可能なスキルの
スキル・ランクは学生の自信の程度を表わしたものである｡



参照)｡ 結論から述べると, １年生では移転可能なスキルの自己評価は不安定で２年生に

おいて自己評価が安定したと想定した｡ 移転可能なスキルの自信が１年生では不安定であ

るというエビデンスは, 2011年の予備的調査 (１年生) において15項目の平均得点ではあ

るが3.60 (SD＝.49) に対して, 2012年度調査 (２年生) の28項目平均得点3.13 (SD＝.50),

2013年度調査 (３年生) の28項目平均得点3.25 (SD＝.54), 2014年度調査 (４年生) の28

項目平均得点3.33 (SD＝.60) となり直ちに比較できるものではないが, 上位10項目を見

較べれば移転可能なスキルの自己評価の得点がもっとも高い様相を示したことである (表

２)｡ また移転可能なスキルは学年進行につれ経験の蓄積に応じて高まると想定されるこ

とから, １年生の移転可能なスキルの得点が４年生より高い様相を示したことは移転可能

なスキルの自信を過大評価したものと考えられる｡ 他の研究では, たとえば北島・織田・

星 (2011) では, 看護系学部の１年生と４年生の横断的な比較では４年生の方が１年生よ

り社会人基礎力の合計得点が高かったことを報告している｡ また, 小島・落合 (2017) は,

看護系学部の１年生と４年生の横断的な比較では, 社会人基礎力の合計得点は有意な差が

なかったことを報告している｡ その理由として４年生は大学外の集団との交流経験も豊富

であり困難を感じる機会も多かったと考えられるのに対し, １年生では経験が乏しく, 困

難な機会も少ないため社会人基礎力平均得点が高くなったのではないかと報告している｡

これらの結果は, 社会人基礎力が１年生よりも４年生の方が経験の蓄積に応じて高くなる

ことを示しており, １年生と４年生の間に変化がなかったことは１年生の評価が高くなる

傾向にあり, ４年生の自己評価が低くなる傾向を示したものと考えられ, 本稿の結果はこ

れらの研究と異なるものではない｡

次に, 本稿では移転可能なスキルの自信は２年生で適正な自己評価ができると想定した｡

２年生が適正な自己評価ができると想定したエビデンスは, ２年生と３年生の間で, そし

て２年生と４年生の間で移転可能なスキルの自信は有意な差が認められたこと, ３年生と

４年生の間で有意な差がなかったことが１つである (表３)｡ 他の理由は, 移転可能なス

キルの内部一貫性が１年生 (ただし15項目) で �＝.86, ２年生で �＝.92, ３年生では

��.94 で, ４年生では �＝.95 であったことから, ２年生で十分な内部一貫性が認められ

たことである｡ 学生はスキルに対する経験を一定積んでスキルの自信の程度が十分ではな

いという感覚を通じて, ２年生では移転可能なスキルの自信の得点がもっとも低い値になっ

たのだろう｡ 本稿では２年生で移転可能なスキルの自己評価が安定したと想定したが, 社

会人基礎力を調べた他の研究では, たとえば小里・大田・高中 (2012) は２年生と３年生

の横断的な調査では社会人基礎力に変化がなかったことを報告している｡ 小里・大田・高

中 (2012) は３年生の方が２年生よりも厳しい見方をするのではないか, また, ｢わかる｣

から ｢できる｣ には時間経過が必要であると分析している｡ 渡辺 (2011) では, ｢わかる｣

(重要性の理解) と ｢できる｣ (自信) は１年生でも両者の区別ができることを確認してい

ることから, 問題は ｢できる｣ (自信) についてどうすれば適正な自己評価ができるよう

になるかである｡ これはメタ認知の発達にかかわる｡

自己評価はメタ認知の過程で訓練される (Mentkowski & Associates, 2000)｡ もっとも
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典型的には勉強における自己調整学習で用いられる｡ 自己調整学習では, 目標を設定する

とか学習方略の計画をつくるなど準備をし, 次に計画の進行具合を自己モニタリングする

などのプロセスを経て, 実際にやった後に学習成果を考えるプロセスでは自己評価や内省

を用いる｡ この自己省察のプロセスを上手く回すことが学習成果を高めると考えられる

(伊藤, 2010)｡ 自己調整学習の仕組みを大学教育に用いれば, たとえば, Mentkowski &

Associates (2000) は, 自己の業績のモニター, 業績の自己評価, 内省的学習の訓練によっ

て自分の今後の業績目標を再構築するサイクルをまわすことができるようになると述べて

いる｡ これらのサイクルを上手く回すためには自己評価が重要な役割を果たす｡ さらには,

仕事の場面でも経験から同じことを学んでも自己評価や内省の力, 何を学んだかの教訓を

紡ぎだす力が問われる｡ 仕事の中での OJTにおいて, 適切な形で経験を積み, 内省し,

教訓を引き出すという経験から学ぶ一連の能力が OJTで何を学んだかの決め手となる

(松尾, 2017)｡ 以上のように, 勉強の場面, 大学生活の場面さらに仕事の場面においても,

学生はさまざまな経験の中で結果を内省し, 努力と成果を関係づけることによって自己評

価を確かなものにしていくことができるようになると考えられる｡

第２に, 大学生の移転可能なスキルの変化には就職活動が影響することが明らかになっ

た｡ とくに2013年度 (３年生) と2014年度 (４年生) の間で, 就職活動をした学生 (途中

でやめた学生を含む) では移転可能なスキルの変化に有意な差が認められた (表４)｡ 就

職活動をしなかった学生 (ほとんどが大学院進学者であるが) は移転可能なスキルの変化

がまったく認められなかった (表５)｡ 就職活動をした学生の移転可能なスキルの自己評

価は変化があったのに対して, 就職活動をまったくしなかった学生の移転可能なスキルの

自己評価がまったく変化しなかったことは大学教育が移転可能なスキルを高めるだろうと

いう仮定が否定されてもおかしくない結果となった｡

３年生から４年生にかけての他の研究では, 高橋 (2008) は定性的な調査により大学生

の社会人基礎力の変化が３年生と４年生の間で伸びていることを明らかにしている｡ 高橋

(2008) では, 活動経験と社会人基礎力の習得の因果関係をありありと語れる学生ほど社

会人基礎力が高いことを因果的な一貫性で説明している｡ また社会人基礎力は学年を経る

にしたがって着実に向上しており, 特に３年生から４年生の間の伸長が顕著であることが

報告されている (田中・高橋・三橋, 2008)｡ なるほど, 社会人基礎力はアルバイトや部

活・サークル活動でも培われるだろうが, 就職活動ではもっとも自分の社会人基礎力を用

いることが試されるので, ３年生から４年生で顕著な伸びがあることはうなずける｡

第３に, 大学生の移転可能なスキルの特徴は学生の入学時に決まっているのではないか

と想定された｡ また, 本稿で取り上げた移転可能なスキルの内, 上位のスキルは学部特性

を表すのではないかとも想定された｡ たとえば, 理系ではさまざまな実験をチームメンバー

で遂行しなければならない｡ その中で実験の手順や分担は効率や実験の成功にかかわり優

先順位はもっとも用いるスキルの１つであろう｡ また実験や分析には倫理性が問われるで

あろうと想定される｡ 実験や研究室のメンバーとの間で信頼やチームワークをはじめ, 実

験工程の計画を作り, 任された分担にかかわる自己マネジメントができること, 予期せぬ
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出来事や理論どおりにならないときには教員の助言をよく聴き (傾聴力), 直面している

問題に対して問題解決できることや代替的な選択肢の中から意志決定ができること, 実験

の過程で新しい実験方法を調べたりするなど情報検索やコンピュータ・リテラシーが必要

であろうと想定される｡ これらのスキルは課題やテーマを成し遂げるときに必須な学部特

性的なスキルではないかと想定される (下線は上位10項目)｡

学部特性と学生の関係は, 類は友を呼ぶとも考えられ, アドミッション・ポリシーの問

題や入試のあり方にもかかわる問題である｡ 2012年度, 2013年度, 2014年度にわたり, ス

キル・ランク間にほとんど変動がなかったことは入学時に学部特性を反映した人材が集まっ

ているとも想定された｡ 大学生の移転可能なスキルの向上には大学教育の影響がかかわる

と想定されるが, 大学と学生の間でより緊密な相互作用関係を構築することができれば学

生の組織コミットメントを高めることができる｡ 大学に対する組織コミットメントが高い

学生は学習意欲, 学生生活充実度が高いことが確認されている (川�・橋本, 2017)｡ 本

稿は大学生の移転可能なスキルを大学生の学習成果として捉え, 移転可能なスキルの変化

が大学教育の学生に対する影響の程度を表わすものと想定した｡ しかしながら, 移転可能

なスキルの変化だけで大学教育の効果を捉えることは必ずしも十分ではなかったことから,

仕事における指標として組織コミットメントや職務満足が用いられると同じように, 大学

においても学生の組織コミットメントを併用することも検討すべきであろう｡

さて, 大学生の移転可能なスキルの自信にかかわるスキル・ランクが上位 (１～10位),

中位 (11位～20位), 下位 (21位～28位) とも2012年 (２年), 2013年 (３年), 2014年

(４年) においてほとんどスキル・ランク間の移動が認められなかった中で注目すべきが

コンピュータ・リテラシーである｡ ２年生では下位に属していたが, ３年生では中位へ,

４年生では上位に上昇している｡ コンピュータ・リテラシーのように下位から上位へ上昇

しているのはカリキュラムの中で注力されたと想定され, 学生のスキルが具体的に伸びた

ことが想定される｡ 他方において, リーダーシップは2012年度調査では中位の上に位置し

ていたが, 2013年度調査では中位の下へ, 2014年度調査では下位ランクに下降した｡ おそ

らく学生はリーダーシップによる１人の影響力よりもチームワークで実験したりカバーし

合ったりすることをより重視しているとも考えられるが, 他の下位項目が固定的に推移し

ている中ではリーダーシップがなぜ下降したかは学生からの大学に対する重要なフィード

バック情報といえよう｡ また, 語学スキル, グローバルな理解, 説明力, 文章表現力, 口

頭表現力などが下位ランクにあるが, これらは他の大学にも共通した課題であるように思

える｡

最後に本稿のインプリケーションについて述べる｡ 大学は知識知と実践知の双方に取り

組まなければならない (大森, 2007)｡ 課題は実践知をどのように測定するかであろう｡

Mentkowski & Associates (2000) は, 自己評価が有用であるとして独自に大学教育に採用

している｡ しかしながら, 現状では大学の調査も学習成果として認知的学習アウトカムに

関心があるようだ (たとえば, 片瀬, 2016)｡ 縦断的調査をするのであれば, 実績のある

質問項目を用いたいとするのは研究者の常である｡ 残念ながら, 大学教育における実践知
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の学習成果にかかわる質問項目は未だ確立していない状況にある｡ そこで, 本稿は Knight

& Yorke (2003) に基づいて, コアスキルを含むスキルとして移転可能なスキルを提示し

た｡ 実務的にはコアスキルは初年次教育を中心に, またプロセススキルは正課内のカリキュ

ラムだけでなく正課外の諸活動を通じて習得されるようにカリキュラム編成を行うための

目安にも利用できると考えられる｡

また, 本稿が用いた学生の自己評価型の調査であっても, 縦断的調査を行い簡単なスキ

ル・ランク表を作成することにより大学入学後に伸びたスキルや伸び悩んだスキルを明ら

かにすることができる｡ 学生の移転可能なスキルにかかわる情報は大学にフィードバック

されて初めて質保証の PDCAサイクルの検証につながると考えられる｡ また文脈を越え

て移転するスキルは個別のスキルの訓練そのものよりもスキルの習得方法 (learn how to

learn) を教えることが重要であり, メタ認知を育成することが大学教育の本質である

(Knight & Yorke, 2003) ことを強調した｡

7. 今後の課題

高等教育において労働社会で用いる移転可能な個人的スキルをジェネリック・スキルと

表す傾向にある｡ ジェネリック・スキルと表記するとアカデミックなスキルと別物として

取り扱われる懸念があり, 大学教育におけるスキルとは何かをあいまいにしてしまう可能

性がある｡ 本稿では学業にかかわるコアスキルをプロセススキルに含めて ｢大学生の移転

可能なスキル｣ とした｡ 28項目で構成したスキルは学年別に推移を追いかけることができ

るので, 大学にとってもカリキュラムの変革や授業方法の改善に活用することができると

考えられる｡

本稿の課題は, 次の３点が挙げられる｡ 第１に, 学生が移転可能なスキルの向上に自己

関与するためには, 大学教員がスキルの習得過程や学習方法を示すことが不可欠である｡

これからは, 学生が日々の授業活動や予習・復習の中で, 移転可能なスキルを培うために

は, 教員がどう工夫するか, 学生がそうした学習目標を自覚しているか, ということが課

題になる (大森, 2007)｡ そのためには, 学生の実践知を習得する学習過程を明らかにす

ることが教員の授業方法の変革のヒントになるであろう｡ この点については, 別稿 ｢大学

生の移転可能なスキルの発達 (Ⅱ)｣ で取り扱う｡

第２に, 本稿に用いたサンプルは主に理系の学生を対象としていることから, 移転可能

なスキルの自己評価のランク表は文系の学部とは異なる結果が想定される｡ 理系では文系

の学部と比べて自己評価が低い傾向がある (片瀬, 2016)｡ また, 理系では必ずしも４年

間で卒業しない (大学院への進学が多い) ことから, 学年別の変化も理系の特徴を表わし

文系の学年別変化とは異なる結果が想定される｡ 従って, あらたに文系で調査をするなど

の追加的な研究が必要である｡

第３に, 在校生の情報だけでは社会経験の情報が十分に含まれないことから, 卒業生

(卒業後, 社会経験を３年～５年程度経験した OB / OG) からのフィードバック情報が大

学にとって有益な情報となる (Robinson & Garton, 2008)｡ たとえば, ミズーリ大学の農
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業食料自然資源系学部の卒業後３～５年の卒業生のアンケート調査では, 問題を解決する

こと, 独立して働くこと, ストレスのかかる状態でよく機能する (役割を果たす) こと,

積極的な態度・特性を維持すること, 傾聴力があることがもっとも重要であることが明ら

かになり, 大学のカリキュラム委員会に提言が行われたことが報告されている (Robinson

& Garton, 2008)｡
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表１：わが国における＜新しい能力＞概念

名称 機関・プログラム 出典 年

【初等・中等教育】

生きる力 文部科学省 中央教育審議会答申 『21世紀を展
望した我が国の教育の在り方につ
いて―子供に [生きる力] と [ゆ
とり] を』

1996

リテラシー OECD-PISA (生徒の学
習到達度調査)

国立教育政策研究所 (編) 『生き
るための知識と技能』 1・2・3・4・
5

2001・2004・
2007・2010・

2013

人間力 内閣府 (経済財政諮問会
議)

『人間力戦略研究会報告書』
2003

キー・コンピテンシー OECD-DeSeCo (コンピ
テンシーの定義と選択)

ライチェン＆サルガニク 『キー・
コンピテンシー』

2006
(原著2003)

【高等教育・職業教育】

就業基礎能力 厚生労働省 『若年者就職基礎能力修得のため
の目安 策定委員会報告書』

2004

社会人基礎力 経済産業省 『社会人基礎力に関する研究会
｢中間取りまとめ｣ 報告書』

2006

学士力 文部科学省 中央教育審議会答申 『学士課程教
育の構築に向けて』

2008

就業力 文部科学省 中央教育審議会答申 『学士課程教
育の構築に向けて』

2008

ジェネリック・スキル OECD-AHELO (高等教
育における学習成果の評
価)

国立教育政策研究所ウェブサイト,
OECDウェブサイト

2010～2012
(試行調査実施)

【労働政策・生涯学習】

エンプロイヤビリティ
(雇用されうる能力)

日本経営者団体連盟
(日経連)

『エンプロイヤビリティの確立を
めざして』 ― ｢従業員自律・企業
支援型｣ の人材育成を』

1999

成人力 OECD-PIAAC (国際成
人力調査)

『成人スキルの国際比較―OECD

国際成人力調査 (PIAAC) 報告書』
2013

出典：松下佳代 (2014), p. 92.
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表２ 大学生の移転可能なスキルの学年別の変化

項目 2011年 (n＝235)
平均値 (標準偏差)
(注)

2012年 (n＝228)
平均値 (標準偏差)

1 優先順位 3.97 (.85) 優先順位 3.51 (.83)

2 倫理性 3.84 (.76) 倫理性 3.51 (.92)

3 チームワーク 3.84 (.79) 信頼 3.49 (.86)

4 情報検索 3.83 (.92) 情報検索 3.39 (.90)

5 意思決定 3.71 (.79) チームワーク 3.39 (.85)

6 信頼 3.70 (.77) 傾聴力 3.33 (.80)

7 傾聴力 3.69 (.78) 意思決定 3.31 (.83)

8 問題解決 3.58 (.79) 自己マネジメント 3.28 (.88)

9 根源的な分析 3.56 (.76) 計画性 3.26 (.89)

10 ポイントを読み取る 3.51 (.77) 問題解決 3.19 (.77)

11 ポイントを読み取る 3.10 (.85)

12 リーダーシップ 3.10 (.96)

13 タイム・マネジメント 3.10 (.93)

14 葛藤に対処する 3.09 (.87)

15 根源的な分析力 3.07 (.88)

16 調整 3.07 (.82)

17 数量的な思考力 3.05 (.89)

18 組織の理解 3.05 (.89)

19 複雑さへの対処 3.00 (.91)

20 語学スキル 2.98 (1.10)

21 創造力 以下, 省略

22 働きかける力 〃

23 グローバルな理解 〃

24 説明力 〃

25 コンピュータ・リテラシー 〃

26 文章表現力 〃

27 口頭表現力 〃

28 商業上の理解 〃

28項目平均得点 3.13 (.50)

(注) 渡辺 (2011) より引用｡

項目 2013年 (n＝228)
平均値 (標準偏差)

2014年 (n＝228)
平均値 (標準偏差)

1 倫理性 3.68 (.82) 倫理性 3.82 (.87)

2 信頼 3.68 (.85) 優先順位 3.78 (.84)

3 優先順位 3.65 (.79) 信頼 3.71 (.91)

4 チームワーク 3.55 (.84) チームワーク 3.71 (.94)
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5 情報検索 3.49 (.87) 意思決定 3.51 (.81)

6 意思決定 3.44 (.79) 自己マネジメント 3.50 (.94)

7 傾聴力 3.43 (.88) 情報検索 3.50 (.93)

8 自己マネジメント 3.41 (.82) コンピュータ・リテラシー 3.44 (.95)

9 問題解決 3.41 (.78) 計画性 3.44 (.91)

10 計画性 3.34 (.80) 傾聴力 3.43 (.89)

11 働きかける力 3.26 (.90) 問題解決 3.38 (.80)

12 コンピュータ・リテラシー 3.26 (.88) 組織の理解 3.35 (.92)

13 ポイントを読み取る 3.25 (.83) 調整 3.34 (.88)

14 組織の理解 3.23 (.79) 働きかける力 3.31 (1.03)

15 調整 3.23 (.82) 数量的な思考力 3.29 (.90)

16 複雑さへの対処 3.19 (.86) 根源的な分析 3.29 (.91)

17 根源的な分析力 3.16 (.87) 葛藤への対処 3.28 (.92)

18 タイム・マネジメント 3.14 (.93) ポイントを読み取る 3.25 (.84)

19 リーダーシップ 3.12 (.97) タイム・マネジメント 3.24 (.99)

20 数量的な思考力 3.11 (.86) 複雑さへの対処 3.18 (.91)

21 葛藤への対処 以下, 省略 創造力 以下, 省略

22 商業上の理解 〃 商業上の理解 〃

23 創造力 〃 リーダーシップ 〃

24 グローバルな理解 〃 グローバルな理解 〃

25 語学スキル 〃 説明力 〃

26 文章表現力 〃 口頭表現力 〃

27 説明力 〃 文章表現力 〃

28 口頭表現力 〃 語学スキル 〃

28項目平均得点 3.25 (.54) 28項目平均得点 3.33 (.60)

表３ 移転可能なスキルの学年別比較

移転可能なスキル 平均値 標準偏差

2012年度
(n＝228)

3.13 .50

2013年度
(n＝228)

3.25 .54

2014年度
(n＝228)

3.33 .60

移転可能なスキル 移転可能なスキル 平均値の差 有意確率

2012年度 2013年度 .123 .000

2014年度 .199 .000

2013年度 2014年度 .077 .061
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表４ 就職活動をした学生の学年別比較

移転可能なスキル 平均値 標準偏差

2012年度
(n＝154)

3.07 .49

2013年度
(n＝154)

3.22 .53

2014年度
(n＝154)

3.33 .59

移転可能なスキル 移転可能なスキル 平均値の差 有意確率

2012年度 2013年度 .150 .000

2014年度 .260 .000

2013年度 2014年度 .110 .026

表５ 就職活動を全くしなかった学生の学年別比較

移転可能なスキル 平均値 標準偏差

2012年度
(n＝74)

3.24 .52

2013年度
(n＝74)

3.30 .55

2014年度
(n＝74)

3.31 .64

移転可能なスキル 移転可能なスキル 平均値の差 有意確率

2012年度 2013年度 .066 .364

2014年度 .072 .561

2013年度 2014年度 .007 1.000

資料 大学生の移転可能なスキル

コアスキル

1. ポイントを読み取る：キーポイントを理解しそれを持続する｡ 1……2……3……4……5

2. 数量的な思考：数字等を用いて表現する｡ 適切な正確さのレベルで｡ 1……2……3……4……5

3. 情報検索：さまざまな出所から情報を検索する｡ 1……2……3……4……5

4. 言語スキル：２つ以上の言語を獲得する｡ 1……2……3……4……5

5. 自己マネジメント：効率的な方法で仕事 (課題) をする｡ 1……2……3……4……5

6. 根源的な分析：問題や状況について, 定説となっている解釈とは異なる解釈
をする｡

1……2……3……4……5

7. 創造性：独創的で, 工夫に富み, 側面的な思考をする｡ 1……2……3……4……5

8. 傾聴力：キーポイントを理解するために注意を集中する｡ 1……2……3……4……5

9. 文章表現力：読み手に明確なレポートやレターなどを書く｡ 1……2……3……4……5

10. 口頭表現力：グループメンバーに対して, 明瞭かつ自信をもって情報を伝え
る｡

1……2……3……4……5
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11. 説明力：口頭や文章によって説明する｡ 1……2……3……4……5

12. グローバルな理解：異なる国や人々を文化と経済の両面で理解する｡ 1……2……3……4……5

プロセススキル

13. コンピュータ・リテラシー：さまざまなソフトウェアを使用する｡ 1……2……3……4……5

14. 商業の理解：ビジネスの課題を理解する｡ 1……2……3……4……5

15. 組織の理解：組織がいかに働き, いかに動くかを理解する｡ 1……2……3……4……5

16. 倫理性：ルールや規則の順守だけでなく, 道義的に行動する｡ 1……2……3……4……5

17. 優先順位：重要度に応じて, 仕事 (課題) をランク付けする｡ 1……2……3……4……5

18. 計画：達成目標を設定し, 自らの行動を組み立てる｡ 1……2……3……4……5

19. 複雑さへの対処：あいまいな状況や複雑な状況に対処する｡ 1……2……3……4……5

20. 問題解決：結論を見出すために, 適切な手段を選択する｡ 1……2……3……4……5

21. リーダーシップ：自分の見解を他者に理解させる｡ 1……2……3……4……5

22. 葛藤への対処：個人内や他者との間の衝突・葛藤を解決する｡ 1……2……3……4……5

23. 意思決定：さまざまな選択肢から自分が最適と思う選択をする｡ 1……2……3……4……5

24. 調整：対立する意見について, お互いが満足いく解決をする｡ 1……2……3……4……5

25. チームワーク：共通する仕事で他者とともに建設的に働く｡ 1……2……3……4……5

26. 信頼：与えられた仕事 (課題) を着実にこなす｡ 1……2……3……4……5

27. タイム・マネジメント：やりくりして, 複数の課題を同時並行で進める｡ 1……2……3……4……5

28. 働きかける力：必要であれば関係者を巻き込んで仕事を進める｡ 1……2……3……4……5
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